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獅子島の小規模多機能施設
高橋　信行＊
2015年６月　鹿児島県長島町の獅子島にはじめて介護福祉事業所がオープンした。小規模多機能施設　
すいせん」である。今回は，地域情報として，この介護福祉事業所のことを紹介したい。はじめに，獅子
島について，少し説明しておこう。
（１）獅子島の概要
鹿児島県長島町獅子島は，鹿児島県の有人離島では最北に位置し，また県の最北端でもある。天草市や
水俣市とも近いが，行政区としては鹿児島県長島町に属している。就業者数は，第１次産業そのなかでも
水産業が大きな割合を占めている。人口は757名（平成22年），現在高齢化率は，41％である（島内の民生
委員からの情報）長島町全体の高齢化率が37.6％であり，島の高齢化はこれより高くなっている。
長島町離島振興計画によると，獅子島は農林水産業や特色ある特産品等のほか，多くの観光資源にも恵
まれているが，産業の集積が弱く，雇用機会の確保が十分ではない。若者の島外流出が続くなど，厳しい
雇用情勢にあるため，地域の特性を生かした新規雇用の創出が求められているとともに，高齢者や女性等
の高い就業意欲や多様化する就労ニーズに応じた雇用環境の整備及び雇用機会の確保を促進する必要があ
るとされている。
図１　獅子島の高齢化率（「長島地域離島振興計画（獅子島）」による）
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（交通）
長島町及び他の自治体への交通は，３つの航路が利用されている。長島本島に加え，熊本県の天草・水
俣地域とも定期航路があるが，島内人口の減少により利用者が減少している。（長島地域離島振興計画よ
り）
長島（諸浦）〜獅子島（片側）間のフェリーは１日５便（乗船時間は22分）である。
長島と獅子島をつなぐフェリー
（医療・保健・福祉）
獅子島には，へき地診療所が整備され，長島本島にある町国保鷹巣診療所から週２回，医師派遣が行わ
れている。また地域住民は鹿児島県本土の医療機関や熊本県（水俣市，天草市）の医療機関も多く利用し
ている。健康管理体制については，町に５人の保健師が常勤しており，健康相談や健康づくり事業，保健
所による訪問指導等を行っている。また，各種健診等は医師，保健師が島内の集会場を使って実施してい
る。
本地域の65歳以上の要支援・要介護認定者は，平成24年４月現在で53人，要介護認定率は17.3％（県平
均20.3％）となっている。これまで介護サービス事業所はなかったが島外の事業者による訪問介護サービ
スが提供されている。
図１　獅子島の位置
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表１　産業分類別就業者数
（単位：人，％）
区分 就業者数 構成比
第１次産業 278 68.3
うち農業 75 18.4
うち林業 ０ 0.0
うち水産業 203 49.9
第２次産業 35 8.6
第３次産業 93 22.9
分類不能 １ 0.2
合　　　計 407 100.0
※平成22年国勢調査　　長島町離島振興計画による
獅子島の港付近に，４月に「獅子島屋」という特産品ショップ（甘夏カフェ）のようなところができた。
獅子島　島内の様子
（２）アンケートに見る高齢者福祉ニーズ
長島町は，鹿児島県が実施した「特定離島サービス確保対策事業」における調査結果から，獅子島には
「小規模多機能居宅介護」が地域の実情にあったサービスであるとの認識を受けて，介護保険事業につい
て，具体的な需要の程度を知るため，2013（平成25）年に「介護保険サービス利用意向調査」を行ってい
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る。この調査の対象者は40歳以上の住民268世帯（世帯主）であり，回収数229世帯，回収率（85.4％）となっ
ている。
質問として「獅子島に小規模多機能型事業所ができた場合，訪問介護（ホームヘルプ），通所介護（デ
イサービス），短期入所（泊まり）を利用したい（させたい）と思いますか。」と問い，「利用したい（さ
せたい）」116世帯（54.7％），「利用しない（させたくない）」16世帯（7.5％），「わからない」80世帯（37.7％）
の回答を得ている。ただ利用が，訪問介護か，通所か，短期入所かは，区別していないので，個別の需要
はわからない。
この結果をもとに，長島町は，一定の需要があると見込み，小規模多機能施設の建設に向けて事業所の
募集を行い，NPO 法人ふうしゃによって事業がはじまったのである。
小規模多機能施設「すいせん」の外観
（３）現在の利用者の状況
７月下旬　小規模多機能施設すいせんにお邪魔した。まだ出来たばかりの新しい建物であるが，利用者
の姿はあまりみない。実際に７月現在の状況で，小規模多機能施設の利用は泊まり２名という数字のよう
である。当初，予定していた利用からみると，かなり低く，施設側，町側ともに今後の運営について懸念
をしている。
この日にはじめて行われた民生委員，行政担当者を含む推進会議においても，利用者をどのように増や
していくのかについて，時間をかけた議論が行われていた。「介護保険事業であるが，医療としてこうし
た活動が行われると獅子島の人にとってはありがたいのだが……。」と言った声も出ていた。この点は経
緯を次に述べる。
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施設内の様子
（４）介護保険事業を展開する上での事情
長島町保健衛生課介護保険係が作成した意向調査結果の報告では，次のような文章が見られる。
調査結果から，県の報告でもあったように「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護ステーション」
は獅子島地区にも受け入れられそうであるが，離島等医療事業のデイサービスとマッサージ機器利用
（リハビリ）との関連もあり，保健手帳保持者と介護認定者との利用料のバランス，サービス内容な
ど，介護保険事業との関連をどのようにすべきか今後の課題である。
それぞれの利用者は，保健手帳保持者は頭打ちであり増える見込みはないが，高齢化による身体の
衰え，認知症発症者など増えた場合，介護保険に頼らなければならないことが予想されるため，認定
者は増えていくのではないかと予想される。また獅子島地区の方は，診療時，整形外科の受診が多く，
リハビリは必要と思われる。離島等医療では，リハビリにも限度があり，作業療法士（理学療法士）
による専門的な治療が必要と感じる。
また，デイサービス利用者が比較的少ないことを考慮すると，それぞれの地区にあるリハビリ施設
が通い易いようであるので，その場所を介護予防のサロン的な場所として利用することも，考えられ
るのではないかと思う。
これらを踏まえると，小規模多機能型居宅介護事業所でデイサービス，訪問介護，入浴サービス，
短期入所などサービスを提供し，訪問看護ステーションとの連携でリハビリを強化，離島等医療につ
いては，介護予防のサロン的な事業として展開することが理想と思われる。ただ，それぞれの制度の
違いがあるため難しい面も多々ある……。 （下線は筆者）
実は医療と介護の関係では，獅子島には他地域に見られない複雑な経緯がある。「離島等医療事業のデ
イサービスとマッサージ機器利用（リハビリ）」とは，「離島等医療・福祉推進モデル事業」と言われるも
のの一環として行われているサービスである。そして，このことは，水俣病発生地域でもある獅子島が持
つ特性と関係している。
環境省は2006年度から「水俣病発生地域の環境福祉対策の推進に係る事業」を進めており，このうちの
一つが「離島等医療・福祉推進モデル事業」（長島町の場合は，「獅子島等医療・福祉事業」）である。
これは，市町への委託事業であり，全額国費によりまかなわれる。事業の趣旨は「離島等に居住する水
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俣病被害者及び家族，地域住民が安心して暮らしていけるように，当該地域の医療・福祉レベルを向上さ
せるため，神経症状の緩和，運動障害等の改善・維持につながるリハビリテーション等をモデル事業とし
て実施するもの」とされており，事業は2007年度に開始され，対象地区は鹿児島県長島町獅子島と熊本県
天草市御所浦町の２カ所とされた。当初，事業期間はおおむね３年間とされたが，2010年度予算では事業
が継続され，さらに拡充されているようだ。
獅子島での事業は，①離島デイサービス，②健康機器を利用したリハビリテーション，③介護予防研
修会からなる。このうち，①は御所ノ浦地区の高齢者コミュニティセンターに機器を設置して行われてい
る（設置機器はメディカルチェア，全自動血圧計，車椅子ボードトレーナー，振動刺激トレーニング装置，
脳年齢計など）。
除本理史，尾崎寛直「水俣病特別措置法と環境・福祉対策の課題――水俣市および水俣・芦北地域の再
生・振興の観点から――」東京経大学会誌 . 経済学 (269), 165–192, 2011
御所ノ浦地区の高齢者コミュニティセンター
話を「介護保険サービス利用意向調査」に戻すと，この①離島デイサースと②マッサージ機器利用（リ
ハビリテーション）の事業に，調査対象世帯の104世帯46.6％が利用していると答えている。
長島町側が施設開所の中で危惧していたのが，この国費で無料で提供される事業との兼ね合いである。
このモデル事業が継続される間は，無料でデイサービスやリハビリを利用できる住民が，一割負担の介護
保険サービスを利用するだろうかという点である。
しかしモデル事業として実施されている限り，いずれこれらの医療サービスを提供できなくなる可能性
もあるわけであり，（少なくともこの事業は国の事業で町はそれを委託されているということなので），そ
れを一部は介護保険に切り替える必要が出てくると認識しているのだろう。
町は，こうした「獅子島等医療・福祉事業」を介護予防事業と位置づけ，実際に介護が必要になった場
合は，小規模多機能施設を利用していただくという方針のようである。しかし，島の介護保険事業は，今
のところ十分な利用者を確保できていない。この小規模多機能事業は，島内の雇用を高めるという意味も
持っており，実際に10名の雇用を確保している。島民による島民のための事業としては理想的とも言える
が，運営推進会議での民生委員の発言からは，まだ施設が十分地域住民となじみの関係を確立していない
様子がうかがわれる。施設の社会化，地域交流の場としての意味を持つようになれば，住民の施設に対す
る見方は変わっていき，これまで潜在化していた需要の掘り起こしにもつながるのではないか。職員の専
門性の向上も必要であろう。
ただ NPO 法人は財政基盤も脆弱であり，いつまでも赤字の事業を続けられないという経営的側面もあ
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る。事業者，行政，住民が一体となって解決をめざすべき重要な地域課題である。
最後に―アンケート調査の結果による需要見通しについて
行政サイドでは，小規模多機能施設建設にあたって，需要調査も十分も行い，利用料も提示し，その結
果，一定の需要が見られたとしている。確かに，利用需要を見込むために，２度の調査が実施されており，
それはそれで評価できる点である。しかし先の調査にはいくつか疑問点がある。というのもこの調査では，
小規模多機能施設について「どのような事業所かご存じですか」という問いに，「知っている」12.6％，「だ
いたい知っている」27.4％であり，「ほとんど知らない」30.9％，「知らない」29.1％となっており，６割
の住民は小規模多機能施設のことを知らないことになる。
調査票には，小規模多機能施設の詳しい説明がないようなので，上の５割の「利用したい」という回答
は，よくわからないまま答えている人も多いのではないか1。
また調査には介護保険施設として特別養護老人ホームと思われる施設利用に関して，利用料の例示がさ
れているが，利用料も高く，回答を小規模多機能へ誘導しているようにも思える。しかも小規模多機能施
設の利用料に関しては明示されていない。
これはある意味調査テクニックの問題でもあるが，もう少し慎重な需要意向調査が必要だったように思
う。と同時に，これからでもいいのだが，小規模多機能施設の特徴について，島民に啓発するプログラム
を実施していく必要もあろう。
今後も獅子島の福祉の在り方について注目し続けていこうと考える。
1  また「知っている」と答えた住民も，実際に島にこれまでなかったサービスであり，本当にどこまで知っているのかとも思う。
例えば筆者が過去に，十島村（トカラ列島）で行った調査でも，これまで島になかった福祉サービスについては，ほとんど知識
がないという実態があり，具体的にサービス内容を知ってもらうために，ビデオ等を使った説明を行ったということがあった。
